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第４回西海防セミナー 

 

「我が国海事クラスターの現況と将来展望」 

講師：㈱日本海洋科学 代表取締役 冨久尾義孝 

 

日 時：平成２２年１月２０日(水) 

場 所：（社）西部海難防止協会 

 

本日の演題である「クラスター」とは、海事クラスター、又は

マリタイムクラスターというが、この図のようにブドウの粒がた

くさん集まっている状態をクラスターと言います。 

私がクラスターという言葉、特にマリタイムクラスターという

言葉を初めて聞いたのは、今から２０年以上前にノルウェイです。 

これは、当時ノルウェイの船主協会が作ったマリタイムクラス

ターという模型図です。ブドウの房のようにいろんな産業が集ま

った状態をクラスターと言いますが、マリタイムということで海

の分野の産業の集積です。中央に船会社、その周りに船舶金融、

代理店、保険会社、ブローカーを配置して、更にその周りを造船

所、計器メーカー、組合、行政、港、コンサルタ

ント、学校等一帯を取り纏めて、クラスター、マ

リタイムクラスターという海事関係の集積です。

大事なのは産業だけではありません。このような

ものが一体となって、海事産業を発展させます。

逆に言うとこのようなものが上手くないと海の

分野の産業は発展しないというのがノルウェイ

の２０数年前の分析した結果です。 

私もこれを研究して、結果として日本の産業も

このようなものを中心にして海の分野は発展し

てきたことが分かりました。 

それ以来、日本の海事クラスターを研究してきましたが、日本の海事クラスターの成り

立ちというのは、明治この方、日本は原材料を持って来て、加工して、それを海外に売る

という産業を中心にやってきました。即ち加工貿易を中心にやって来た国です。 

加工貿易はそれに伴って製品を輸入する需要があります。製品を輸出する需要があると

いうことで輸送需要が爆発的に明治この方右肩上がりで増えてきました。それに伴って、
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海事産業はいろんな産業が発達します。更に、その産業の間を調整しなければいけないの

で、法律が出来て、学校でそのことを教える必要があるというようにいろんな制度が確立

してきます。その産業、制度を含めて、海事クラスターを構成したと言えます。 

海事クラスターが出来ることによって、より産業が発達します。ということでいい意味

の循環をずっとして来たというのが、これまでの日本の姿でした。 

それが１９８０年代まで、会

長の話にありましたように、円

ドルが大きく変わるまではこ

こにあるように海運を中心に

して、造船、港湾等大きなクラ

スターの粒が周りにあって、そ

の周りをいろんな関連の機関

が取り巻くようにびっしりと

周りを取り巻き、一番下に世界

の工場として日本がどっしり

と構えていました。これが約１９８０年頃までの日本の海事クラスターの姿だったと分析

し理解しています。 

 

一番目の原因はドル円の交換レートの問題 

具体的には、この図は港のコンテナの扱いを示したものです。左が１９７５年の状態で、

世界ランキングでは東京、横浜、神戸が世界２０港の中に３港とも入っている状態でした。

今から３０数年前です。日本は

コンテナの先進国でした。私は、

日本郵船に１９６７年に入社し

ましたが、前の年頃からどんど

んコンテナが入ってきました。 

ところが、最近はどんどん地

位が下がってきて、２００７年

の状態で、東京は現在２４位あ

たりで、トップ２０からは日本

の港は全部外れてしまっていま

す。これが実態です。これはコ

ンテナの扱いが減ると同時に、これに比例して船の入出港も当然減ります。いろんなとこ

ろに大きな影響が出ていると言えます。 
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次に、これは造船です。 

造船量は１９７５年から３０年間

ほどの統計を取ったものです。一番下

の紫色が日本の造船の建造量です。全

体的に建造量は右肩上がりで上がっ

ていますが、日本の位置は上がってい

ません。３０年ほど前は世界の５０％

超の船を造っていました。最近では、

世界の建造量が伸びている割には日

本の建造量は延びていません。今現在、

せいぜい３分の１程度。増えた分は韓国、中国が大きく延びています。 

次に、これは日本の支配船籍です。

船には船籍があって、日本船が多い

とか、少ないとかという議論があり

ますが、１９８６年頃は、日本の支

配船は約 2,000 隻、最近は 3,000 隻

に近づいていて 2,000 隻～3,000 隻

で推移しています。８６年頃には５

０％は日本籍の船でした。 

ところがどんどん日本籍の船は減

ってきて、最近では 100 隻いくかいかないかというのが実態です。 

因みに、日本郵船は約 800 隻を動かしていますが、そのうち、日本郵船籍の船は 200 隻

くらいしかいません。残りの 600 隻は全部外から借りてきている用船です。船会社と言え

ども自分の持っている船は多くなくて、外から借りてきています。外国から借りているの

が非常に多いというのが現状です。 

それに伴って、今度は海上保険です。 

船籍が日本籍から外国籍になってきているので、船にかける保険も随分変わってきてい

ます。日本の保険会社も船から車、住宅のほうに軸足を移してきています。考えてみると

東京海上保険と言い、また三井海上火災と一般に言いますが、その言葉から海上を取ると

いうところまではいきませんが、部署が非常に小さくなってきて、中心が車、住宅のほう

へ損害保険の重心が移ってきているのが実体です。 

１９６７年当時から７～８年先では、日本の外航船員だけで６万人、内航を入れると最

大３０万人くらいの船員がいました。それが急速に数を減らしています。どんどん減って、

プラザ合意の頃が一番減りの率が高い頃で、現在では 2,500 人と言われています。正確な

統計は難しいが、国交省の統計では、ほぼ 2,500 人という数字が妥当であろうと言われて

います。 
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教育機関である大学は、神戸商船大学が

神戸大学の一部の大学に、東京商船大学は

名前が無くなって、水産大学と一緒になっ

て東京海洋大学になっている状態です。 

行政についても、かつては船員局という

ことでした。いまは船員部ではなく、最近

聞いたところによると海事人材政策課、海

技課という形で船員分を扱うが、部でも局

でもありません。 

即ち先ほどのクラスターで言うといろ

んなところが縮小しています。絵に書いて

みると、世界の工場の日本の部分の色が褪せてきて、基盤が弱くなっています。それに伴

って、海運、造船、港湾も変質し、その周りを取り巻くもろもろの産業、機構が小さくな

る、あるものはなくなる、結びつきも弱くなってきているというのが現在の海事社会、マ

リタイムクラスターと我々が呼ぶ部分ではないかと思います。 

このようになっているが故に、今日集まっていただいた皆さんは海事関係者だと思いま

すが、ある意味のフラストレーション、閉塞感を持っていると思います。これがベースに

ありますがこの状況を何とかしないといけないという気持ちを持っているからこそ今日は

集まっていただいたのではないかと思います。 

具体的な例として、この 2,500 人の日本人船員が実際の船にどのように乗っているかと

いいますと、日本船の 2,000 隻プラスアルファについて見ると、これは国際船員労務協会

が扱う船だけの統計を取ったものです。約４万人がその船で働いていますが、日本人船員

は実際に乗っているのは 1,500 人、残りは全部外国人で、特にフィリッピン人が約３万人、

70％超で、日本人はわずかに４％です。いかに日本人が船に乗っていないか、乗れていな

いかということを端的に示したグラフです。 

ここで、海事クラスターが崩壊してきた原因を整理します。 

大きくは会長のお話にあったように、一番の原因は為替レートです。いわゆる円高です。

私が船会社に入った当時のレートは１ドル３６０円でした。ニューヨークに寄港し、タク

シーに乗って、ハンバーガーを買いにということで町に行くとなるとタクシー代は１ドル、

ハンバーガーが１ドル。当時、日本ではタクシー代が多分６０円、７０円という時代だっ

たと思います。非常に高いイメージがあって簡単にはタクシーに乗れなかった時代です。

１港でドルの使用制限があって、１ポート何十ドルという制限があって、それ以上は外貨

を使うことが出来ませんでした。その後、急速にレートが変わってきて、３６０円が今は

もう９０円です。プラザ合意の年の２２０～２３０円が今は１００円を切る様な時代にな

ってきました。ということは日本の船員が全部高くなってきた。単純に言うと、８５円く

らいまでいくと３６０円と比較すると４倍くらいになっています。なかなか日本のものが
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売れなくなって、加工貿易が縮小してきています。これが一番の原因だと思います。 

加えて、海事産業は労働集約型で、人手が随分必要とされる産業です。船は幾ら省エネ

化、省力化といえども一定の人数は乗らなくてはなりません。昔の船、３０～４０年前の

船は２７～２８人、一番多い船には４５人という船に乗ったことがあります。会長の時代

であれば、５０人くらいの乗組員ではないでしょうか。それはすごい労働集約で、１人１

人の人件費がすごくかかる。それに加えて、円高になって急速に日本人の乗組みの船は、

コスト的に太刀打ちできなくなっていきました。高コスト体質ということで世界から退去

せざるを得ない状況になっていきました。 

これは船だけではなく造船所も同じです。造船所もすごく人手のかかる産業です。 

それから港湾労働についても同じです。コンテナ化ということで相当機械化しました。

しかしいろんなところで、人手がかかります。無人化などはとんでもないことです。基本

的には労働集約型であり、この辺が崩壊していく上での大きな原因になったのではないか

と言わざるを得ません。 

因みに、船費(１年間に船にかかる費用)は、中国人２３人乗船で、１年間で船全体で給

料、食糧等々を入れて 6,000 万円位。日本人１６人乗船で、全部日本人という船は無いで

すが、仮に乗ったとして計算すると 3 億 3,000 万くらいかかります。単純に計算して、日

本人１人 2,000 万くらいかかります。給料だけで

はありません。退職金、保険等々も必要です。と

ころがフィリピン人、中国人だと大体 300 万～500

万くらいになります。最近両方の国も上がってき

ています。クロアチア人が高くなったと言います

が 1,000 万くらいで、日本人の 2,000 万ではどう

比較してもコストの点で太刀打ちできません。 

この結果、図の赤い線は為替レートが高くなっ

ていっていることを示しています。為替レートが

高くなるに従って、日本人船員(外航船員)が大き

く減ってきている状態を示しています。このよう

に日本人船員の競争力が低下していきました。 

 

2 つ目の理由として、海運同盟が崩壊した。 

今から 25～6 年前に、アメリカ主導で欧州同盟の崩壊が図られました。アメリカはもと

もと海運国ではなく、荷主国です。物を船で運んできて、自分のところで使う国でした。

海運そのものは、イギリスのように強くはありません。従って、運賃は安ければ安いほう

がいいのです。アメリカが主導して、同盟即ち海運会社が、連携して運賃を維持している

のはおかしい、それが原因で物の値段が上がっているという論法を展開して、世界的に今

で言う独禁法の対象にして、けしからんという動きがありました。 
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このようにいろんなところの同盟が崩壊していきました。船会社はある意味、同盟に護

られていました。昔は同盟外という言葉があって、盟外船という言い方がありました。同

盟に入っていない船が入ってくると同盟に入っている船会社と競争して、運賃を下げあっ

て盟外船を排除するという動きがありました。それは社会的に異様なところがありました

が、ある意味産業を維持するために大きく貢献していました。良し悪しは別にして、海運

同盟が崩壊していって、当然競争が激しくなっていった。どんどん運賃競争を激しくなり、

一時、40 フィートのコンテナを神戸からサンフランシスコまで太平洋を渡って、10 万円と

いう時代がありました。当時、神戸から大阪まで４０フィートのコンテナをトレーラーで

運ぶと７万円かかりました。そんな馬鹿なことをやっていました。今はかなり戻ってきて

います。 

運賃がどんどん低下して、当然、船会社の収入が落ちてきて、経営が悪くなって、一時

海運会社はかなりやばいという状況になっていました。しかし、２００３年頃からかなり

追い風が吹いて、海運業は見直されてきましたが、それにしても経営が必ずしもコンスタ

ントではなく、このような形でどんどん悪くなってきました。これも海事クラスター崩壊

の大きな原因と言えます。 

 

３つ目として、海事関連の全体の社会としては、どうも環境変化に対する対応が遅れて

いる。話したように、為替レートは実に４分の１、価格にすると４倍になっているという

劇的な変化が起こっています。それにもかかわらず、もろもろの海事社会を取り巻く制度

というのは３０年前に比べてどんな劇的な変化をしたか。為替レートが劇的な変化をした

が、いろんな変化は劇的変化ではないのではないでしょうか。 

例えば、商船教育を１つ取り上げても、私は４０年前に卒業したが、当時の教育と今の

教育とどれほどドラスチックに変わっているかというとそれほど大きな変化はありません。 

今の教育はやはり船員を作るという、陸上側の要求する船員を作り、使っていこうとい

う発想で、とりあえず船員を作ろうという発想で教育がなされています。ところが、日本

海運界は日本人の船員はフィリピンや中国に比べると５倍も高いのだから、船員そのもの

を要求しているわけではありません。しかし船員数の軽減をして陸上でマネージする人は

欲しい。そこのところをもっと本当の意味で考えていかなくてはならないのにもかかわら

ず、そこに対する対応が遅れています。船社の体制、組合、補償制度いろいろ書いたがこ

このところもいろんな変更はしようとしていますが、考えてみると円ドルが４倍もの変化

が起こった割には、このような制度がこの３０年間で大きな変化をしたとは言えません。 

これらはかって、全部１ドル３６０円時代にフィットした制度だったわけですが、大き

く環境が変わった中で十分に対応していっていないのではないでしょうか。 

 

４つ目の原因として、戦略性の欠如という大きなタイトルですが、海事社会を見てみると

この激変する海事社会の中で皆さんは、それぞれの会社、それぞれのセクションで一所懸
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命やっています。何とかしよう、船会社にしても何とか生き残ろうということで、漫然と

しているわけでは決してありません。変化が少ないとはいいながら一生懸命自分の所は生

き延びをかけてやっています。私もまさしくこの会社を作って、一所懸命やった一人だ。

ところがそれは自分の周りを何とかしようという、「部分最適」の追求、つまり、ある部分

だけ、ここの部分だけを良くしようということはやっていますが、海事社会全体としてみ

ると本当に「全体最適」に合致した状態になっているかということを、もう一度考え直さ

なくてはいけない。そこの欠如があって、方向性が上手く動いていないのではないでしょ

うか。 

 

「ジャック・アタリ：２１世紀の歴史」 

最近、ある本を紹介されて読んだ本が、この本です。著者はジャック・アタリ（ミッテ

ラン大統領の補佐官）で有名人です。ＮＨＫにも良く出ています。ＮＨＫで見て、その解

説を聞いて面白いことを言う人だと思って、この本を読みました。これは２０世紀ではな

く、２１世紀の歴史ということで１００年先を見越して、逆の意味で書いています。 

その冒頭に書かれていたのが、日本の海事社会についてです。海運を含めて、諸々の海

事分野は、２０世紀の中間から後半にかけてものすごい力、海事力を日本はかつて持って

いました。１９６０～７０年にかけてです。ところが残念なことに日本は戦略性が無いた

めにその力を上手く使うことが無く、崩壊してしまいました。 

私はそれを読んで、なるほどと思って、これを我々が早い段階で気づき、その方向性を

作ることが出来れば、ジャック・アタリが言うように、上手く使えば世界の海事力を使っ

て、世界の海運そのものの指導権（ヘゲモニー）を握ることが出来たはずです。しかし、

残念ながら戦略性のなさで、それができない状態になってしまったということを解説して

いました。ある意味納得しましたが、大きな反省点ではないかと思います。 

一方、欧州も基本的には同じような状況であって、私は仕事柄、ノルウェイ、イギリス、

オランダ等々で国際会議に出ることがありますが、良く聞いていると彼らなりにいろんな

ことをやっているということです。欧州も日本より３０年位早く、この海事社会の構造変

化に対して非常に困った状況を起しました。そこで我々より先に、海事クラスターの分析

をやって何とかしようと思ったのです。 

これは欧州の船員の比率です。船長と３

等航海士、機関長と３等機関士、つまりシ

ニアと若手の割合がどのようになっている

かを表わしたものです。欧州の海事クラス

ター関係機関がまとめたものです。 

欧州では、例えばイタリアは、10 対 1.3 

ドイツは、10 対 0.3 つまり船長 10 に対し

て、３等機関士は 0.3 であって、要するに
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若手が急速に減っています。これは日本もこれに近い姿であり、逆ピラミッドもいいとこ

ろです。急速に減っていっているという事実は欧州でもある。一番下は、中国だ。船長 10

に対して、３等航海士は 14.4 だからピラミッド型を形成していて、若手がどんどん育って

いることを示しています。 

この中にあって、いろんな人たち（船協、大学の先生等）と話をした中で私が思ったの

は、欧州のいろんな国々は海事産業の国際競争力を維持するためにはある一定数の海事者

が必要です。そうでなくては国際競争力を保てないという認識が社会認識としてあるよう

に感じました。その一つの証拠が欧州は早い段階で、このようなことをサポートするため

にトンネージタックスですが、日本はやっと一昨年から標準税制として、トン数に応じた

税金をかけるという方式を、それから彼らは船員税制を持っていて、具体的には１年間に

180 日以上海外に行っている船員には所得税を無税にするという制度を作っています。日本

はそれをするかしないかで水面下で話があったが、延期されたようです。このようなもの

をかなり早い段階で作っています。 

その結果、イギリスの船員は、２００８年の統計で、航海士は 12,000 人、部員は 9,000

人。日本は 2,500 人だから大変な数です。この特徴として、英国の人たちは全部自国の船

に乗っているわけではありません。一部外国の船に乗り、即ち船長、航海士として乗って

稼いでいます。ある意味イギリス船員は世界的にブランド力を持っているのでイギリスの

船長を雇いたいというような話が多い。統計によると約半分以上の人が外国船に乗って稼

いでいます。また、ＩＭＯの国際機関で、船長たちが結構活躍しています。ＩＭＯに２０

年以上委員で出ている人、働いている船長経験者がたくさんではないが見られます。 

ノルウェイの場合、統計によると約 13,000 人の自国船員を持っています。しかし能力の

ある優秀な船員が不足しているという認識があって、ノルウェイの船主協会自身で能力ア

ップのプログラムを組んでいます。 

このデータはノルウェイの

船主協会が作ったもので、真

ん中にコアコンピーデンスと

いうことで、海事社会に必要

な能力とは何かということを

まず置き、４つのマスに分け

ている。左上は、プロフェッ

ショナル（専門的能力）、船員

に要求される能力、航海、機

関という専門的な能力がまず

必要です。右は、その全体をマネージする能力。右下は、調整能力。左下が、対外折衝能

力です。ところが分析によると、ノルウェイでも左上のプロフェッショナルな能力は結構

高い、しかし右のマネジメント能力や調整能力や対外折衝能力はかなり落ちるので、ここ
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を補強しなければいけないということを船主協会そのものが分析をして、このような努力

を彼らはやっています。その結果、ＩＤＳと呼ばれる船員のセクションと造船のセクショ

ンが共同して、ワンマンでコントロールできるブリッジを開発したり、幅が 35ｍ程度の大

きなフェリーが 100ｍ程度の海峡を船位誘導しながら走る装置を開発したり、考案中であっ

たり、最近ではＬＮＧを揚げるときにタンクが必要ですが、－169℃くらいに冷やしたもの

を揚げるためにコストがかかります。ＬＮＧ船のそのものに液化の装置をつけて、港に入

ってきて通常では数日停泊しなければいけませんが、その間、ガス化してそのまま送ると

か、逆に、基地で陸上タンクに一度貯め

ないで掘ってきたガスの不純物を除いて、

液化する装置をそのまま船として使って、

輸送する船にパイプで輸送するという装

置をノルウェイ主導で開発しています。 

日本も一部最近では作るようになりつ

つありますが、オリジナルは北欧の国が

中心になってやっています。 

数年前にノルウェイで驚いたことは、

プライマーという組織が出来て、新しい

ことをやっていると思いました。船の場合は電子海図がどんどん採用されているが各船に

デストリビュートするのに大変手間がかかります。買う方もものすごく各国単位だからめ

んどうくさいです。 

そこで欧州１０カ国が連携してノルウェイにプライマーという組織を作って、契約した

船には人工衛星を使って、自動的に必要なデータを送る。契約している船は非常に便利で

す。このようなことはかつて、紙海図の時代には無かった新しい発想のビジネスです。こ

のようなにノルウェイは船員経験者の息を入れながらどんどん先を作っていっています。 

そういう意味ではかなり新しいビジネスに対してものをつくっていこうという意欲が強

い。欧州の海事社会はまだまだ本当の意味で完全に戻っているわけではありませんが、こ

のように新しいことをやろうとしています。 

その一つの大きな成果が、船舶管理業のある意味の到来です。かつて船会社は船を持っ

て、船の運航を管理して、乗組員を持っていました。船、船員、荷物を集める、これが船

会社と思っていました。 

最近は、船の所有と運航が別れてきました。船会社と言えども自分のところでは船を持

たずに、運航は別の会社に任せる。保有そのものも管理会社に任せる。オーナーに任せて

監理会社をする。管理と運航、保有と運航が別れてきました。このように欧州を中心にし

たビジネスを作ってきた結果、船舶管理業が非常に隆盛を極めています。Ｖシップという

のが世界最大ですが、現在、管理隻数 1,000 隻以上といわれています。プールしている船

員は 24,000 人と言われています。トップには船長、機関長の経験者がいます。いずれにし
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ても海事者が中心になって、このような海事環境を作っていきます。図のように 1,000 隻、

300 隻、700 隻というように大きな隻数を管理して、ある意味新しい形の船会社です。この

ように欧州では形成しています。 

全世界の人口は６５億

人、商船全体は１０億ト

ン、日本は人口で２％。

ＤＷＴで１億５０００万

トンだから１５％。船員

は４～５万人。それに比

べて、イギリスは、人口

は日本の半分です。隻数

は日本の３分の１か、４

分の１です。ところが船

員の数は推定で３万人、漁船員は２万人位。ノルウェイにいたっては日本の３０分の１の

国ですが、トン数は日本の３分の１くらい持っています。船員の数は日本よりも５～６倍

も多い。何故このような差が出るか。よくノルウェイの話をすると、クローネが安いとい

う話が出ますが、通貨が安い、高いだけではなく、それをベースにしたいろんな意味の改

革をやっているからこのようなことが出来るということを学んでいかなくてはならないと

思います。 

 

✽ 

 

ここからは、今後我々はどういう風に考えていかなくてはいけないかということを私な

りに考えたことを申し上げたい。 

海事クラスターの将来展望と再生へのヒントについて、なかなか明るい展望は開けない

ので、今のまま日本の海事社会が推移していくと、いろいろな海事産業が海外に流出して

いくことは避けられません。例えば修繕業等はすでに東南アジアに行ってしまって、具体

的にはシンガポールに随分集っています。日本の船が日本の港で修理をしたいと思っても

なかなか思うに任せない。部品が無い、修理工がいないという状況で、ドックもないとい

うことで修理の業者は、シンガポールに移っています。船用品もそれにつれて徐々に東南

アジアに移っています。造船はそれほどまだ出て行っているわけではありませんが、フィ

リッピンあたりに行っています。船員は９８％が海外に行ってしまっています。このよう

に見ていくと海事産業そのものがどんどん海外に行ってしまっています。それに伴って、

人材がいなくなっています。産業も人材だから人材がいなくなってくると産業全体の国際

競争力は、先ほどのノルウェイのように、一定の数がいないとやはり競争力がなくなると

いうことで、日本の場合はこの人材の流出に伴って競争力を喪失していく可能性が高いと
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言わざるを得ません。最終的にこのまま何もしないでいくと海事産業は相当程度崩壊して

いくことを食い止めていくのは難しいです。勿論まだある程度の時間はありますが、何も

しないでいると、なかなか改革への良い道は見つけられません。 

 

では、これに対してどういうことが考えられるか。 

４つの方向性を提案したい。 

 

１．現行態勢の見直し 

１ドルが３６０円から９０円というように環境が激変しているわけだから、その環境の

変化に対応するように、我々を取り巻くいろいろな制度、法律だけではなく、我々の商習

慣を含めて、一回、見直す必要があります。 

一つの例だが、商船教育一つをとっても船員を養成するのではなく、今求められている

海技者、海の事を知った技術者を養成していくという観点から変えていかなくてはなりま

せん。使う側も船員というと労働力で、コストが高い、安いということだけで捉らえてい

ると良い人材は入ってきません。船員をコストと捉える意識から、資源、リソースとして

捉える、これを上手く使って将来ビジネス化していくのだという発想に切り替えることに

よって、良い人が出てくると思われます。 

 

２．行政への実務者参加 

ノルウェイの海事局に行くと、船員の経験者がたくさんいます。聞いたところ、船員経

験者が海事局に５割いるということでした。日本とはやり方が違うということもあります

が、ノルウェイは職業の流動性が高いので、船に乗っていた人が行政の実務者としてたく

さんいます。それに伴って、経験者だからいろんな発想が出来ます。日本の場合は行政の

システムが硬直しているのでなかなか実務者がいません。実務が全てではありませんが、

一般に実際の世の中に何が起こっているかを判断する時に現場的発想で行政に生かしてい

く必要があるので、この辺についても考え直す必要はあります。 

日本は落ちぶれたとはいえ、まだまだ世界の海事に関してはすごい力を持っています。

その中で船舶管理業をもっと育成していかなくてはなりません。船舶管理業は形を変えた

新しい海運業です。技術はここに集まるので、海運管理業を育てていく必要があります。 

具体的に言うと、今の日本の船舶管理業は「インハウス」と呼ばれる会社の中の系列の

会社が殆んどです。つまり、日本郵船、商船三井、川崎汽船の大手の傘下にある管理会社

が殆んどです。しかし、それでは管理会社は育っていきません。これを独立系でもっと自

由に動けるような管理会社に組みなおしていく必要があります。同時に船員の育成につい

ても、今は特に大手が中心になって各社割になっているので、これをもっと集団で育成し

て、効率を上げていく。このような方法も必要なのではないでしょうか。 
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日本の船舶管理会社がどのような状況にあるかについて、欧州のものと比較すると、船

舶管理会社は名前を公表するわけ

にはいきませんが、上の３つは郵

船、商船系でそのインハウスの管

理隻数は 200 隻くらいです。船員

は 6～7,000 人をプールしていま

すが、Ｖシップと比較すると全く

小さい。もっと酷いのは、下位の

Ｄ，Ｅ、Ｆ社の３社はインハウス

を除くと急速に小さくなります。 

このグラフから、日本の船舶管理会社船の半分はインハウス系、(郵船、商船、川崎)の

管理下にある管理会社が管理している船です。自社管理は一杯船主で、今治辺りにある一

杯船主は昔ながらの船員を持って管理するというスタイルが、まだ２５％あります。その

他の海外の船は、例えば日本の船をＶシップのような管理会社に船を取られます。 

具体的には、本部はイギリスのグラスゴーにあって、そこのスタッフは、今治、来島付

近にしょっちゅう来ています。約 1,000 隻船を扱っていますが、一杯船主をターゲットに

して、大手ではなく世界中の一杯船主を集めています。日本も約２割は海外の船舶管理会

社に管理してもらっています。独立系はわずか７％くらいです。 

調べて驚いたが、これが日本の船舶管理の実態です。 

具体的な数字で見ていくと、管理会社の数は１０隻未満が１４社、２０隻未満が１３社、

両方併せると約７割が２０隻以下しか管理していません。いかに零細かということです。 

この結果、日本の船舶管理会社はインハウスが主体で、親会社に従属します。インハウ

スというのはグループ会社だから親会社である船会社が指示するので、競争力が弱くなり

ます。Ｖシップは自分のところで知恵を働かせて管理できるが、日本の場合はそれが無い。 

中小企業はスケールメリットを生かせません。Ｖシップは 1,000 隻の船を管理している

ので、ドック１つ取っても、あるドック会社と契約すれば自分のところの船を 100 隻単位

で送ることが出来ます。そうするとドック賃を安くすることが出来ます。船用品を大量購

買するので安く出来ます。日本は 10 隻、20 隻だからスケールメリットを生かせず管理コス

トが増大して、結果的に競争力が弱くなります。日本の船舶管理会社の特徴として、船員

そのものの船長・機関長の優秀な人が欲しいが、中小が多いのでなかなか取れません。 

最も困っているのがスーパーインテンダント（ＳＩ、船舶の管理をする船長、機関長の

経験者）がいなくて困っています。現従事者は高齢化しているし、養成する手法が無い、

学校ではやっていない、体系的なプログラムがないということで、養成できないという問

題を抱えています。ここで集団の船員養成の事例が出てきた例を示します。中小の日本の

船舶管理会社が自分のところでは外国人船員を養成できないということで、全体でやろう

という機運が出てきました。 
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具体的には国際船員労務協会というところで、９９社の船会社が集まって、郵船、商船

三井も入っています。大手の日本郵船、商船三井は、自分のところでフィリピンに大学を

持って養成していますが、中小は出来ません。フィリピンにあるマープ（Maritme Academy 

of asian Pacific）というフィリピンの船舶管理会社、組合が中心になって作ったある意

味、民間の大学です。立派な大学で、何回も行きましたが、この大学は１９９８年に出来

ました。経営は海員組合が中心で、航海科、機関科があって、マニラから１時間のところ

にあります。操船シミュレータなど大変な教育設備を持っています。何故それほどの設備

を持つことが出来るかと言いますと、世界中の船会社がここの卒業生が欲しいために寄附

をします。ノルウェイ、オランダがたくさんの寄附をしているお蔭でいろんな装置を持っ

ています。私は世界の商船学校を見てきましたが、これほど立派な設備を持っているとこ

ろはありません。学生は現在 1,000 名います。更に、日本船の専門の部署を作るので将来

1,800 人になる予定です。中の教育はアメリカのキングスポイント（アメリカの国立商船大

学）の教育をそのまま導入しています。従って、軍隊式の商船教育をやっています。去年

の４月に完成した日本向けの新しい教室で船のブリッジを見立てて、新しく作った操船シ

ミュレーション装置は、我社の操船シミュレーションを納入しました。私もオープニング

の時に呼ばれましたが、アロヨ大統領もやって来ました。フィリピンは船員の稼ぎで食べ

ているのでアロヨ大統領も無視できません。因みに、横にいるキャプテンオカは、フィリ

ピンの商船大学の卒業生で、組合長で、大変な実力者、大統領と直に話が出来る人です。 

以上がこれから考えなくてはならない話です。 

 

３．新規分野の開発 

新規分野は日本にはまだまだいろんな海事力が残っています。海事力とは何を言うかと

いうと難しいところがありますが、例えば、海運でも 3,000 隻の船を動かしています。造

船も世界の３分の１の造船力があります。それに伴って、商船教育とかたくさんのノウハ

ウを持っている国です。ジャック・アタリが言うように３０年ほど前はものすごい力を持

っていました。その名残は多分にあります。それを使って我々は新しい分野を開拓する必

要があります。ノルウェイの例と同じことではなく、我々独自の分野を開拓していく必要

があって、更に言うと東南アジアへの進出をもっと図っていかなくてはなりません。 

我々は今まで日本を中心に考えてきた嫌いがあります。海外に全く進出していないとは

言いませんが、思考の主体がどうも国内を中心に考えてきました。これからは世界の工場

は日本ではなく、アジアにあるわけだから、アジアを主体に考えていかなくてはなりませ

ん。これを具体的に新規分野で何をするかというと、ここで我々の会社、日本海洋科学に

ついて、基本的には海事コンサルだが、設立の経緯をお話したい。 

１９８５年、たまたまプラザ合意の時に作った会社で、２人で 1,000 万の資本です。当

時、船員が急速に減っていく中で新規分野をつくって、船員の新しい職域を作らざるをえ

ない状況に追い込まれました。 
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最初にしたことは、我々船員の経験からできる航行実態調査というところから始めまし

た。保安部の方には大変御世話になりまし

たが、例えば関西新空港、橋を作るときに

は船の航行を無視して作るわけにはいき

ません。当時、まだ港域の船の動きを調査

する方法がありません。２４年くらい前で

す。 

我々はレーダーを使って、陸上から船の

動きを把握して、実験ではなくビジネスと

して作っていきました。その結果、2005

年の段階で、実績は 200 回くらいの調査が行われています。ある意味、我々の基礎的な面

での体力をこれで作っていきました。 

最近ではＡＩＳを使って広域に動けるようになりましたが、船のルートをきちんと定め

ていくということは、いろんな意味の調査の原点になるので、２０数年前に始めて我々が

この分野を作りました。 

更に、新しい分野としては、このコンサルテ

ィングの中に、操船シミュレータを導入しまし

た。操船シミュレータとは、陸上で船の船橋を

造り、その周りをスクリーンでかこって、そこ

にＣＧで映像を描いていくというものです。何

故このようなものを作ったかというと、例えば、

大きな船、ＶＬＣＣのような長さが 300ｍもあ

る船を操船する場合に風が強いときには難し

いというのは、誰もわかります。だが、難しい

ということをどう説明するかは本当に難しい。

我々はこれを定性的な話、経験とか場合によっ

ては感を使わなくてはなりません。そのような世界で、難しい、美しいというのは感覚的

には分かるが、どれほど難しい、ど

れほど美しいというのはなかなか

説明出来ません。 

ところが、この図はシミュレータ

を使った結果ですが、左と右の絵は

操船方法はシミュレータだから全

く同じです。真上に向いている船を

タグボートを使って、左回頭で１８

０度回頭させた例です。違うのは風
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の速力で、１３㎧と１７㎧のわずか４㎧しか違わないが船は大きく左側端へ流されます。

これは実際にもこのようになります。これは風の強いときには、操船は難しいという説明

には非常に説得力があります。絵だけではなく、いろんなデータが取れるので、この意味

で定量的な話をするためにシミュレータが必要ということで導入しました。 

具体的には、海外でも良くやりますが、例えば、マレーシアでターミナルを作りたいと

いうときで、絵のようなブレークウォターをつくって、船を止めたいという時にＣＧで映

像を書いて、その中で現地のパイロットを呼んできて、何十ケースも操船をやって、問題

点を抽出します。浚渫の必要なところは浚渫もします。ナビゲーション映像が入るときは

ブイを置く、標識を作るというようなことを指示して、これが出来上がっていきます。こ

れが１０年前に出来上がったものです。大変効果があるということで、ある意味、事前検

証をすることが出来ます。というように２０年ほど前から始めました。 

これは昨年、１１月２５日の海事新聞ですが、海上安全法を改正、韓国と書いています。

何を報道しているかというと、韓国が海上安全法を改正して、１１月２８日からシミュレ

ータを使った航行安全を法制化しました。我々が２１、２年前に使うようになったシミュ

レーションの手法は日本ではスタンダードになって、皆さん何処でも使っていますが、こ

れは実は法律で規制されているわけではありません。私はこれを、リアクトスタンダード

と言いますが、事実上の標準だ。事実上の標準で皆さんはおやりになっていますが、法律

で決められているわけではありません。 

ところが韓国では１１月２８日から基本的に、それを法律化して、一定のことをやる時

は操船シミュレータを使って、これこれのことをやりなさいということを決めました。私

はその中身について勉強中ですが、「一定の能力を持ったシミュレータを持ちなさい。それ

を動かすのは２等航海士の資格を持ちなさい。実験をする時は一定の割でパイロット入れ

る。シミュレーションのやり方の中には１４ｍの風の中でやりなさい」と言うかなり細か

いことを決めています。それは全部日本のやり方を勉強して、彼らが作った法律です。そ

のきっかけになったのが、写真にあるようにインチョン近郊にインチョン第２橋を架ける

時に、真ん中に船が通っているこの橋桁の幅でもめました。建設そのものは早い段階で決

まっていましたが、いざやる段階でここを作る建設側と使う、主に水先人を中心にした船

の運航者との間で紛争が起きました。片や最初は幅を 450ｍくらいの橋脚幅でいこうという

ことでしたが、とてもそれは通れないと言うことで、1500ｍにしようという事になって、

もめて決着つかず国際入札でここの評価をするところを探した。我々はそれに手を上げま

した。イギリスの会社も手を上げた。結果的に我々に実績が多かったので指名がかかりま

した。 

私たちがやった結果、800ｍでケリをつけました。その時に使ったのが、シミュレーショ

ン手法です。これは韓国でもシミュレーションはあったが、やり方が決まっていなかった

ので、これは何とかしないといけないということで、大急ぎでシミュレーション導入を２

年ほどかけて、法制化したということです。 
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ある意味、我々のしたことは外国ではありますが、デファクトからデジュール、法的な規

制になった１つの例です。今の所、政府の承認診断期間というのがありますが、韓国の海

洋大学、木浦の海洋大学に限定されていて、一定の要件を満たす機関としてはこの表の４

つの機関が指定されています。まだ出来たばかりの法律なので、細かいところは判りませ

んが、この４つの所はシミュレータを持っていて、要件を備えていて対象になるはずだと

いうことです。 

そのほかに、当社はシミュレータの製作もやっています。これは海上保安大学に５年前

に納入させていただいたもので、オープニングの時は今ここに居られる日當先生、当時の

小泉首相も来ていただきました。 

新しい分野では、デジトレースという

海図の改補もやっています。カナダの会

社と連携して、電子化ではなく紙海図で

すが、ご承知のように紙海図の改補は大

変ややこしい。手間隙がかかります。人

工衛星を使って、契約をした船にはプラ

イマーと同じように紙の分野の情報を与

えるということで大変労力が軽減されま

す。今現在１２００隻の船と契約をして

いて、将来２０００隻くらいにもって行

きたいということで、新しいビジネスと

いうことで開発しました。 

最近ではＳＩ（船舶管理者）が大変不足していて、ＳＩを養成する講座を開いて欲しい

ということで教科書つくり、要請カリキュラムつくりをやっています。 

２５年目になりますが、２人で始めた会社が８０人くらいになり、４箇所の事務所とい

うことで売り上げは２０億近い売り上げで何とかやっていけるようになりました。 

申し上げたいことは、会社の宣伝ではなく、このように海の技術はただ単においている

だけではなく、他の技術と融合させることによって、新しい技術が生まれてきます。航行

実態調査もそうだ。何もしないと、我々は船を見ることには慣れていますが、あのような

形にすると一つの技術になるし、シミュレータも然りです。それが進んでいくとさらに韓

国が法制化したという事実は、アジアに結果的に出て行ったことになります。今度私共は、

韓国とＭＯＵ（memory of understanding）を先週、結びました。ということは韓国と情報

交換をしながら、ビジネスの一部を我々が結ぶことができるようになる可能性が高い。徐々

にではあるが、アジア行きも進んでいます。このように持っていた海事力の一部を使い、

コンピュターのような新しい技術を入れることによって新分野を開拓することが出来ます。

元船員でもこれくらいのことが出来ます。皆さんが知恵を絞れば、それぞれの分野でいろ

んなことが出来ると思います。 
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これは１つの仮定だが、この海事社会の中で、従業員１万人の会社、売り上げ 3,000 億

の会社 1 社は簡単には出来ません。ところが、従業員 100 人、売り上げ 30 億の会社を 100

社作る、100 社は簡単に出来ませんが、私たちの例のように、ある程度やれば 80 人や 100

人の会社で、20 億、30 億の会社は決して夢ではありません。知恵と努力でやっていかなく

てはなりません。海事社会がダメだというが、やっていけば日本はいろんなノウハウを持

っているので、この分野の開拓は出来るのではないでしょうか。 

 

４．司令塔の必要 

最後になりますが、再生のヒントの 4 つ目として、お話したような海事分野が延びてい

くためには一つの司令塔が必要です。できるならば海事社会の中に戦略を練る組織、会社

の中には、常務会があったり、役員会があったり、方針をやっていくがそれはその会社の

部分最適を追及します。海事社会全体は誰が決めて、誰が引っ張って行くかというと誰も

いません。欧州は船主協会が果たし、場合によって海運界、行政が果たしています。日本

にはその部分はありません。何とかこのような司令塔を作る必要があります。その流れの

中で部分最適から全体最適を図るにはどうするかということを考える必要があります。 

ＩＭＯ等の国際舞台で活躍する人材を養成する。これは日本の海運なり、海事社会は国

際社会と切り離して考えられません。いろんなルールは全部ＩＭＯ中心に来ます。船の規

則、船員の標準もＩＭＯが決めます。その中にいて我々がヘゲモニー(指導権)を握って、

活躍していかないと日本は延びていきません。是非このような人材を養成していく必要が

あります。 

違法な海運同盟を作って、独占するということは社会規範に反するのでそれは出来ませ

んが、合法的に何とか連携を図って無駄な競争を排除すること、海運はもともと基本的に

は、社会インフラと捉えるべきだと思います。船会社は私企業ではありますが、輸送なく

して世界の人たちの生活は成り立ちません。それを単なる競争だけで高い安いというだけ

では見ていくには無理があります。 

もう一度、人間は理性的に考えてどこら辺が妥当なのか、例えば、40 フィートのコンテ

ナにＤＶＤを積むと 1000 台以上積めますが、それをアメリカに持っていくと、ＤＶＤ1 台

分当たり運賃は５０円くらいしかなりません。ところが売ると 2～2.5 万円くらいになりま

す。あまりにも安いではないでしょうか。50 円ではなく、せめて 100 円くらいの運賃は取

れないでしょうか。 

運送業はＪＡＬの問題も似たようなところありますが、安ければ安いほど皆の基礎的な

ところなので役には立ちますが、程度ものです。ここらについて、皆が声を上げてもう一

回この辺を考え直す必要があります。それと関係がある優遇税制についても国民の理解を

得るようにすべきです。なんで海運だけというような話にならないように、同盟との関係

で何とかやっていく努力が必要です。待っていても一般国民が船員を優遇せよとか、海運

を優遇せよとか、海運同盟を作れなどという事は絶対に言わないので、そこは説得して努
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力をする必要があります。 

最終的にはこの絵のように、いろんなクラスターの中心に、出来れば指令塔のような組

織、具体的などういう組織を作るかについては難しくて私も今、答えがありません。 

しかし知恵を絞れば、例えば行政のある組織に

するか、ノルウェイはある意味船主協会がこの一

部を担っています。今の日本の船主協会はこのフ

ァンクションを持っていません。それを組み替え

るのか。それとも全く新しい組織を作るのか。こ

の辺について、皆が考えていく必要があります。 

1 社 1 社の問題、1 つ１つの産業の問題である

と同時に海事組織という全体の問題であるとい

う捉え方が我々にとって必要です。 

 

 

まとめ  

海事社会はこの 30 年間、大きく変わってきました。その中で私自身もそうですが、基本

的な我々自身の考え方というのがかつての日本が海事分野で中心にいたある意味の栄光を

忘れられません。 

かつて日本は海運を始めとしてものすごい力を持っていました。それが忘れられない。

従って制度も基本的にはそのまま大きな意味では残っています。我々の意識も残っていま

す。それをそのまま引きずっていったのでは世界の大きな変化の中でなかなか対応してい

けません。そこをもう一度いろんな分野の我々が考え直して、一度ある意味ガラガラポン

に近いものを行って、いろんな制度を変えて、日本の得意分野である海事、なんと言って

も海に囲まれているので、ものすごい力を持っているのですからもう一度使って、新しい

分野を、なおかつ、日本だけではなくアジアに眼を向けて作り直していく。そうすること

によって、日頃思っているある意味の閉塞感を打破することが出来るのではないでしょう

か。 

      ✽ 

長々とお話をいたしました。 

以上で私のお話を終わらせて頂き

たいと思います。 

ご清聴有難うございました。 

 


